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海外雇用と国内雇用の補完的な関係は、FDI 後の経過年数が 20 年ぐらい過ぎると、ほとん
どなくなることも推測された。本稿で確認された海外雇用と国内雇用の補完的な関係は、

































































て確認している。しかし、これらの研究では、FDI 後、長くても 7 年間という期間を対象
にしている。一方、Kiyota et al.（2008）の場合、「海外事業活動基本調査」（経済産業省）
を用いて分析しているが、説明変数の記述統計をみると、FDI 後の経過年数の平均値が






















                                                  
4 Kiyota et al.（2008）は、海外拠点の経験年数を海外現地調達比率の説明要因にする理由として、現地
企業の情報を多く知るようになることに加え、現地政府からの現地企業活用の要請や国際取引リスクの軽
減に対し企業が次第に対応していくことをあげている。 















 使用するデータは、大阪産業経済リサーチセンター（大阪府商工労働部）が平成 24 年度
政策立案支援調査「大阪本社中堅・中小製造企業の事業所機能再編」で実施した企業アンケ




















2.2 FDI 後の経過年数と国内・海外の雇用増減 
ここでは、2.1 で述べた企業アンケート調査のデータを用いて、FDI 後の経過年数と国内・
                                                  
6 さらに、本調査の目的から、複数事業所をもつ企業だけに限定した。このような属性に限定された大阪













成比を示している。この図から、経過年数が 5 年未満の企業が 21.2％、5 年～10 年未満が





図 2―1 海外に最初に拠点を設置してからの経過年数（構成比；N:146） 














関関係の有無を検証した結果が表 2―1 にあたる。この表から、15 年未満の企業サンプルの
相関係数は 0.292 であり、有意水準 5％で無相関の帰無仮説が棄却されていることがわか

























図 2―2 国内と海外の雇用増減（平成 21 年 9 月から平成 24年 9月末日）の散布図 
 
 











有意確率（両側） 0.011** 0.358 0.609




















εβ +′= xy*                                （1） 
 
ここで x は説明変数、ε は誤差項である。定義により
*y は観察できないが、観測される被
説明変数 y が 3 つのカテゴリの場合、観測変数 y と潜在変数 *y の対応関係は、 
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であるのを 3 つの順序あるカテゴリに変換して用いる。つまり、 
・「20％超減」もしくは「5～20％減」ならば、 0=y  
・「±5％未満」ならば、 1=y  
・「5～20％増」もしくは「20％超増」ならば、 2=y  
と定義する。国内従業者数の増減がこの 3 つのカテゴリである確率は、 
 
)()Pr()Pr()0Pr( 111 xFxxy βµβµεµεβ ′−=′−<=<+′==           
)()()Pr()1Pr( 1221 xFxFxy βµβµµεβµ ′−−′−=<+′≤==          （3） 
)(1)Pr()2Pr( 22 xFxy βµεβµ ′−−=+′≤==  
 








以上の式から、以下の（4）式のように n 社の企業に対する対数尤度関数が得られる。 














































近 3 年間における営業利益状況が黒字基調、収支トントン、赤字基調の 3 つの質的カテゴ
リになる。したがって、2 つのダミー変数を説明変数として利用する。つまり、ひとつめは、
最近 3 年間の営業利益状況が黒字基調ならば 1、そうでないならば 0 となる「黒字基調ダミ




                                                  








肢は、「99 人以下」、「100～199 人」、「200～399 人」、「400～599 人」、「600～799 人」、「800


















「上昇」と回答した場合を 1、そうでない場合を 0 とする変数を「海外売上高比率・上昇ダ
ミー」とする。また、「横ばい」と回答した場合を 1、そうでない場合を 0 とする変数を「海
外売上高比率・横ばいダミー」とする。 
 
 本稿で最も注目する説明変数は、FDI 後の経過年数（ a ）と海外従業者数の増減（b）の
交差項である。つまり、FDI 後の経過年数が長くなるにつれて、海外従業者数の増減と国内
従業者数の増減の間の補完的な関係が弱まっていくことを検証するために、海外従業者数
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Xbaax βββββ                  （6） 
 
のように変形できる。（6）式の右辺の（ a32 ββ + ）がb の傾きとなる。これは、a（FDI 後
の経過年数）によってb（海外従業者数の増加ダミー）の傾きが変わることを意味する。し
たがって、もし 2β がプラスで有意でありかつ 3β がマイナスで有意であるならば、FDI 後の
経過年数が長くなるにつれて、国内雇用と海外雇用の正の関係が弱まっていくことになる。 
 
表 3―1 基本統計量 
 
（注）1）欠損値はリストごとに除外。サンプルサイズ=131。     







最小値 最大値 平均値 標準偏差
国内従業者数増加（5％以上）ダミー 0 1 0.221 0.417
国内従業者数横ばい（±5％未満）ダミー 0 1 0.672 0.471
経過年数 (a) 1.5 42.5 16.115 10.893
海外従業者数増加（5％以上）ダミー (b) 0 1 0.359 0.481
海外従業者数横ばい（±5％未満）ダミー (c) 0 1 0.557 0.499
 a*b 0 42.5 5.931 10.533
 a*c 0 42.5 8.599 11.131
（営業利益）黒字基調ダミー 0 1 0.580 0.495
（営業利益）収支トントンダミー 0 1 0.298 0.459
海外売上高比率（％） 5 87.5 19.466 17.878
海外売上高比率の上昇ダミー 0 1 0.489 0.502
海外売上高比率の横ばいダミー 0 1 0.435 0.498
（業種ダミー） 企業数
　食料品製造 0 1 0.008 1
　繊維工業 0 1 0.069 9
　印刷・同関連 0 1 0.031 4
　鉄鋼・非鉄金属製造 0 1 0.053 7
　金属製品製造（加工） 0 1 0.191 25
　電気機械器具・部品製造 0 1 0.107 14
　一般用機械器具・部品製造 0 1 0.145 19
　輸送用機械器具・部品製造 0 1 0.053 7
　精密機械器具・部品製造 0 1 0.031 4
　プラスチック製品製造 0 1 0.084 11
　化学製品製造 0 1 0.122 16
　その他 0 1 0.107 14
（従業者数ダミー） 企業数
　99人以下 0 1 0.344 45
　100～199人 0 1 0.298 39
　200～399人 0 1 0.130 17
　400～599人 0 1 0.107 14
　600～799人 0 1 0.069 9
　800人以上 0 1 0.053 7
11 
 
は 3 つのパターンのモデル 1、モデル 2、モデル 3 に分けられている。また、これらの 3 つ
のパターンはさらに順序プロビットモデルと順序ロジットモデルの 2 通りで推計している。 
 
表 4―1 順序選択モデルの推定結果 
 
 







係数 Z値 係数 Z値
a　（経過年数） -0.033 -2.443 ** -0.064 -2.645 ***
ab - - - -
b　（海外従業者数増加ダミー） 0.492 1.803 * 0.795 1.628
海外売上高比率 -0.012 -1.552 -0.019 -1.356
海外売上高比率の上昇ダミー -0.783 -1.667 * -1.390 -1.669 *
海外売上高比率の横ばいダミー -0.457 -0.999 -0.910 -1.126
（営業利益）黒字基調ダミー 0.570 1.474 1.274 1.807 *
（営業利益）収支トントンダミー 0.837 1.978 ** 1.761 2.262 **
99人以下 -0.311 -0.484 -0.702 -0.606
100～199人 -0.372 -0.594 -0.794 -0.703
200～399人 0.252 0.384 0.310 0.263
400～599人 0.443 0.677 0.722 0.610
600～799人 -0.044 -0.062 -0.104 -0.081
食料品製造 0.396 0.278 0.807 0.291
繊維工業 0.038 0.068 0.100 0.097
印刷・同関連 -0.577 -0.763 -1.032 -0.712
鉄鋼・非鉄金属製造 -0.543 -0.884 -0.937 -0.833
金属製品製造（加工） 0.026 0.056 0.043 0.052
電気機械器具・部品製造 0.160 0.320 0.293 0.317
一般用機械器具・部品製造 0.814 1.769 * 1.437 1.744 *
輸送用機械器具・部品製造 1.173 1.890 * 2.441 2.203 **
精密機械器具・部品製造 2.184 2.650 *** 3.624 2.544 **
プラスチック製品製造 0.265 0.499 0.486 0.505
化学製品製造 0.094 0.193 0.187 0.210
_cut1 -2.032 -2.269 ** -3.576 -2.187 **
_cut2 0.493 0.563 0.878 0.553
標本数 130 130
‐2 対数尤度 169.847 169.040
LR chi2 43.902 44.709












（表 4―1 の続き） 
 
 





ル 2 で AIC を比較した結果、モデル 2 のほうがモデル選択上、優れていることがわかる。 
さらに、モデル 2 で統計的に有意でなかった FDI の経過年数（a）をはずしたモデル 3
を推計してみる。この結果でも、FDI後の経過年数と海外従業者数増加ダミーの交差項（ab）
がマイナスで有意のままである。さらに、AIC 基準でもモデル 3 のほうがモデル 2 に比べ
てモデル選択上、優れていると判断される。 
 
係数 Z値 係数 Z値
a　（経過年数） -0.014 -0.846 -0.029 -0.967
ab -0.051 -2.074 ** -0.089 -1.981 **
b　（海外従業者数増加ダミー） 1.288 2.713 *** 2.176 2.543 **
海外売上高比率 -0.013 -1.655 * -0.022 -1.565
海外売上高比率の上昇ダミー -0.716 -1.503 -1.262 -1.493
海外売上高比率の横ばいダミー -0.430 -0.930 -0.858 -1.041
（営業利益）黒字基調ダミー 0.552 1.409 1.142 1.599
（営業利益）収支トントンダミー 0.937 2.175 ** 1.856 2.330 **
99人以下 -0.484 -0.740 -0.939 -0.792
100～199人 -0.487 -0.767 -0.933 -0.810
200～399人 0.056 0.084 0.041 0.034
400～599人 0.297 0.444 0.464 0.380
600～799人 -0.130 -0.181 -0.228 -0.175
食料品製造 1.276 0.847 2.373 0.805
繊維工業 0.129 0.228 0.308 0.298
印刷・同関連 -0.383 -0.501 -0.626 -0.434
鉄鋼・非鉄金属製造 -0.214 -0.333 -0.266 -0.226
金属製品製造（加工） 0.189 0.406 0.329 0.390
電気機械器具・部品製造 0.307 0.601 0.633 0.672
一般用機械器具・部品製造 1.099 2.257 ** 1.995 2.261 **
輸送用機械器具・部品製造 1.385 2.180 ** 2.903 2.548 **
精密機械器具・部品製造 2.426 2.888 *** 4.149 2.851 ***
プラスチック製品製造 0.507 0.928 0.899 0.917
化学製品製造 0.229 0.460 0.491 0.539
_cut1 -1.699 -1.859 * -2.964 -1.773 *
_cut2 0.899 0.992 1.617 0.975
標本数 130 130
‐2 対数尤度 165.484 165.026
LR chi2 48.265 48.723












（表 4―1 の続き） 
 
  （注）***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示す。 
 
以上の結果から、FDI 後の経過年数が長くなるにつれて海外と国内の雇用増減のプラス
の関係が弱まっていく、すなわち（6）式の（ a32 ββ + ）が小さくなるということが分かる。
これは本稿で提起した仮説を支持するものといえる。 






                                                  
12 表 3－1 の基本統計量で確認できる。 
係数 Z値 係数 Z値
a　（経過年数） - - - -
ab -0.063 -3.100 *** -0.114 -3.072 ***
b　（海外従業者数増加ダミー） 1.486 3.498 *** 2.562 3.361 ***
海外売上高比率 -0.015 -1.916 * -0.026 -1.924 *
海外売上高比率の上昇ダミー -0.675 -1.430 -1.147 -1.371
海外売上高比率の横ばいダミー -0.434 -0.938 -0.852 -1.036
（営業利益）黒字基調ダミー 0.573 1.460 1.147 1.605
（営業利益）収支トントンダミー 0.971 2.255 ** 1.871 2.353 **
99人以下 -0.372 -0.585 -0.701 -0.600
100～199人 -0.367 -0.594 -0.665 -0.588
200～399人 0.083 0.124 0.129 0.105
400～599人 0.323 0.483 0.499 0.405
600～799人 -0.066 -0.092 -0.108 -0.082
食料品製造 1.317 0.873 2.456 0.831
繊維工業 0.124 0.219 0.326 0.316
印刷・同関連 -0.310 -0.408 -0.460 -0.326
鉄鋼・非鉄金属製造 -0.125 -0.198 -0.056 -0.048
金属製品製造（加工） 0.246 0.533 0.472 0.568
電気機械器具・部品製造 0.329 0.655 0.718 0.775
一般用機械器具・部品製造 1.164 2.411 ** 2.141 2.457 **
輸送用機械器具・部品製造 1.447 2.288 ** 3.090 2.733 ***
精密機械器具・部品製造 2.525 3.033 *** 4.400 3.048 ***
プラスチック製品製造 0.535 0.980 0.977 0.994
化学製品製造 0.213 0.427 0.513 0.562
_cut1 -1.350 -1.661 * -2.256 -1.521
_cut2 1.254 1.540 2.330 1.558
標本数 131 131
‐2 対数尤度 165.273 164.903
LR chi2 47.889 48.259












表 4―2 海外従業者数増加ダミーの限界効果（モデル 3 による） 
 
（注）海外従業者数増加ダミー（b）以外の変数は平均値をとる場合の結果である。交差項（ab）について
も FDI 後の経過年数（a）は平均値をとる。 
 
 
さらに、FDI 後の経過年数の平均値だけを異なる年数（5 年、10 年、15 年、20 年、25







表 4―3 FDI 後の経過年数別でみた海外従業者数増加ダミーの限界効果 




増加ダミー=0 -1.449 1.156 0.074 0.802 0.124
順序プロビット 増加ダミー=1 -1.921 0.684 0.027 0.726 0.247
変化 -0.046 -0.077 0.123
増加ダミー=0 -2.603 1.983 0.069 0.810 0.121
順序ロジット 増加ダミー=1 -3.327 1.259 0.035 0.744 0.221
変化 -0.034 -0.066 0.100
xβµ ′− ˆˆ1 xβµ ′− ˆˆ2
Pr(y=0) Pr(y=1) Pr(y=2)
増加ダミー=0 -1.449 1.156 0.074 0.802 0.124
5年 増加ダミー=1 -2.620 -0.016 0.004 0.489 0.506
変化 -0.069 -0.313 0.382
増加ダミー=0 -1.449 1.156 0.074 0.802 0.124
10年 増加ダミー=1 -2.305 0.299 0.011 0.607 0.382
変化 -0.063 -0.195 0.259
増加ダミー=0 -1.449 1.156 0.074 0.802 0.124
15年 増加ダミー=1 -1.991 0.614 0.023 0.707 0.270
変化 -0.050 -0.095 0.146
増加ダミー=0 -1.449 1.156 0.074 0.802 0.124
20年 増加ダミー=1 -1.676 0.928 0.047 0.777 0.177
変化 -0.027 -0.026 0.053
増加ダミー=0 -1.449 1.156 0.074 0.802 0.124
25年 増加ダミー=1 -1.361 1.243 0.087 0.806 0.107
変化 0.013 0.004 -0.017
xβµ ′− ˆˆ1 xβµ ′− ˆˆ 2
15 
 
（モデル 3 の順序ロジットの場合） 
 






















増加ダミー=0 -2.603 1.983 0.069 0.810 0.121
5年 増加ダミー=1 -4.595 -0.009 0.010 0.488 0.502
変化 -0.059 -0.322 0.381
増加ダミー=0 -2.603 1.983 0.069 0.810 0.121
10年 増加ダミー=1 -4.025 0.561 0.018 0.619 0.363
変化 -0.051 -0.191 0.242
増加ダミー=0 -2.603 1.983 0.069 0.810 0.121
15年 増加ダミー=1 -3.454 1.132 0.031 0.726 0.244
変化 -0.038 -0.085 0.123
増加ダミー=0 -2.603 1.983 0.069 0.810 0.121
20年 増加ダミー=1 -2.884 1.702 0.053 0.793 0.154
変化 -0.016 -0.017 0.033
増加ダミー=0 -2.603 1.983 0.069 0.810 0.121
25年 増加ダミー=1 -2.313 2.273 0.090 0.817 0.093
変化 0.021 0.007 -0.028
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